
デジタルガバナンス態勢構築アドバイザリー
デジタル活用による価値創出の実現に向けて

あらゆる要素がデジタル化された社会に向けて、デジタル技術を活用してビジネスモデルを抜本的に変革する取り組み
（以後、DX）が不可欠となる中、日本企業のDXが遅れていることに対する危機感から、経済産業省がDXを推進するための指

針となる「デジタルガバナンス・コード」を策定。デジタルガバナンス・コードで定義されている、「経営者がDXに対してリー
ダーシップを発揮し、DX活動による成果を投資家等の市場関係者に対して説明責任を果たす」ためには、全社としてDX活
動の推進と成果のモニタリングをしていくためのガバナンス態勢が求められます。

デジタルガバナンス態勢が必要となる背景

従来のITガバナンスは、情報システムの安定稼働のためのリスク管理が中心でしたが、DXではビジネスモデル変革によ
る企業価値向上が最大の狙いであり、デジタルガバナンスではデジタル活用による「価値創出」の視点が最も重要になり
ます。

従来のITガバナンスとデジタルガバナンスの違い

デジタルガバナンス態勢を整備をするためには、デジタルガバナンスで必要となる6つの要素において、自社の現状を明
らかにした上で、優先度に応じた態勢構築を進めていく必要があります。

デジタルガバナンス態勢構築に向けたアプローチ （進め方）

✓基幹システムやインフラ標準化・共通化は進めているものの、海外や子
会社（買収した会社含む）含めたグループ全体最適は不十分

「全体最適」ガバナンス

✓従来ITは業務効率化が中心で、価値創出は期待されていなかった
「価値創出」ガバナンス

✓従来のITガバナンスは、情報システムの安定稼働のためのリスク管理が
中心 （セキュリティ、コンプアライアンス、事業継続、内部統制への対応）

従来のITガバナンス
「リスク」ガバナンス ここに重点

✓デジタル活用の最大の狙いは、顧客起点のビジネスモデル変革、それに
よる企業価値向上であり、それを実現していくためのガバナンスの仕組み
が必要

デジタルガバナンス
「価値創出」ガバナンス 最大の目的1

✓データ利活用拡大、最新テクノロジー（AI、IoT等）利用拡大によって、セ
キュリティ、コンプライアンス、事業継続、監査・内部統制リスクも拡大

「リスク」ガバナンス 更なる強化2

✓デジタル化の拡大、IT人材不足、更なるM&Aに対処するためには、限られ
たリソース（ヒト、モノ、カネ）を、より適切に配置していくことが求められる

「全体最適」ガバナンス 更なる強化3

✓本社IT部門の管
理対象のみでな
く、事業部門、海
外子会社含めた、
グループ全体を
評価する

✓経営者のリーダー
シップ、コミットメ
ントが 重 要 なた
め、経営者も自社
の認識を評価する

✓態勢整備
に向けて
必要とな
る活動タ
スクを洗
出 し 、検
討主体を
明確化し
た上で全
体のロー
ドマップ
を策定す
る

✓活動計画に
従い、ガバナ
ンス、管理の
ための仕組
みを整 備す
る

✓ 全 体プロ セ
ス定着化活
動 を実 施す
る

✓プ ロ セスに
従って 活 動
状 況 をモニ
タリングする

デジタルガバナンスの要素 アプローチ

デジタルガバナンス

デジタルマネジメント

監督側

執行側 各事業・子会社の現場に
おける、日々のデジタル・
IT管理のための仕組み

経営として、デジタル・ITに
係る意思決定、モニタリン
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すための仕組みビジョン・
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デジタルガバナンス態勢構築に向けたアプローチ （アウトプットイメージ）

✓経済産業省のデジタルガバナンス関連検討会の委員メンバーとして、Deloitteのメンバーが参画しており、最新情報に加
えて過去の議論の経緯を踏まえて、デジタルガバナンス・コードで求められていることをお伝えすることが可能です。

✓デロイトグローバルのデジタル時代のTechnology Capability Modelと、経産省のデジタルガバナンス・コードで求めてい
ることを反映したアセスメントツールを保有しています。

デジタルガバナンス・コードの知見

Why Deloitte?

✓多岐にわたる検討領域に対して、各領域の専門家による助言が可能です。 （例：DXに係る取締役会の役割責任、ステーク
ホルダーとの対話促進に向けたIR戦略の策定、サイバーセキュリティ対策）

各領域の専門家

✓全社での取り組みとなるため、全社コミュニケーションプランを明確にした上で、各領域の活動タスクについて、全体整合
した形で活動を推進します。

活動全体マネジメント

計画策定フェーズのアウトプット例

仕組み整備フェーズのアウトプット例

アセスメント結果 活動計画
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ステークホルダーへ開示すべき事


